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問題と目的

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現
実空間）を高度に融合させたシステムにより，経
済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の
社会とされる“Society5.0”は，閣議決定された
第 ₅期科学技術基本計画（2016）において，我が
国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱さ
れた。これに呼応し，Society 5.0 に向けた人材育
成に係る大臣懇談会（2018）は，超スマート社会
（＝ Society5.0）における学校や学びの在り方を提
案するなど，求められる人材像・人間像の変化に
伴い，育成を目指す資質・能力やそれらを育む授
業，学校の在り方も再考が求められている。
岩手大学教育学部附属中学校（2019）は，育成

を目指す資質・能力を，次の ₃次元により構成さ
れることを想定した。①思考力等：自分自身の既
有の知識や概念，技能を関連付けながら思考，判
断，表現し，課題解決に向かう力，②協調性等：
他者との対話を通して，自分の考えを再構築した
り，合意形成を図ったりしようとする態度，③主
体性等：身の回りの事象の価値や問題に気が付く
感性。その問題に正面から向き合い，自分が解決

すべき課題にしようとする態度。そして，Soci-

ety5.0を生き抜く人間の強みは，これらをバラン
ス良く身に付けることにより発揮されると考え，
「Society5.0を生き抜く『人間の強み』を育む学び
の構想」を研究主題とし， ₃年間の研究実践に取
り組むこととした。

Society5.0の到来を見据えて，“Society5.0”また
は“AI”などそれに関連するキーワードを研究
主題または副題に掲げている取組は，岩手大学教
育学部附属中学校（2019）以外では，上越教育大
学附属中学校の「AI時代を主体的・共創的に生
き抜く生徒の育成」や鹿児島大学教育学部附属中
学校の「新たな時代を豊かに生きる生徒の育成～
Society5.0で求められる資質・能力の育成を目指
して～」などが見られるが，未だその研究実践は
十分ではない状況にある。
また，これまでの学校教育の理論と実践に係
る研究は，その理論面と指導方法に係る実践面
から検討され，その成果は，生徒の成長によっ
て検証されるべきものと考えられてきたものの，
その多くが教師の観察や把握による定性的なも
ので，定量的な裏付けには課題が残るものだっ
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た。こうした現状を踏まえ，学内の知見を活用し，
既存の尺度を測定具として検証することも検討し
たが，それはあくまで近似のもので，本校の取組
と理論に添うものではなかった。
そこで本研究では，一連の取組で育成を目指す

資質・能力の定義を基に，新たな尺度（岩大附中
版中学生の資質・能力尺度）を作成することを目
的とする。ここで作成された尺度は，2020年度の
本取組を通して継続的に測定され，生徒の成長と
本取組の成果を検討するにあたり，重要な量的
データを提供するものとなることが期待される。

研究 1

1 　目的

岩大附中版中学生の資質・能力尺度の暫定尺度
を作成することを目的とする。
2 　方法

岩手大学教育学部附属中学校教諭を対象に，自
由記述により，思考力，協調性，主体性のそれぞ
れの力等を表現する項目を収集するものであった。
調査時期：2019年11月～12月
調�査対象：一連の取組を進める岩手大学教育学
部附属中学校教員22名

調 査手続：調査材料を記した調査紙を一斉に配
付し説明を行い，任意の時間に回答すること
を求め，適宜回収した。

調 査材料：まず，＜このアンケートは「Society5.0
時代の新しい学校教育の理論と実践」の教育
効果を測定する尺度を作成するために行うも
のです。＞と示した上で，＜下の ₃つは，こ
の研究で生徒に備えようとする力です。それ
ぞれについて，その力を備えている生徒の特
徴を箇条書きで記述してください。＞と教示
し，思考力，協調性，主体性の各定義を掲げた。

3 　結果と考察

その結果，16名から，思考力では55件，協調性
では58件，主体性では51件の回答が得られた。こ
れについて，研究者 ₄名で検討し，項目を整理し
選択するとともに表現を修正した。この整理と選
択にあたり，思考力においては「解決」「思考」「判

断」「表現」の ₄カテゴリーを設けた。協調性に
おいては，「合意形成」「再構築」「対話」の ₃カ
テゴリーを設けた。主体性においては，「課題化」
「価値感性」「向かい合う態度」「問題感性」の ₄
カテゴリーを設けた。さらに検討の過程で，各定
義についても再度吟味し修正を行った。
その結果，思考力では13項目，協調性では14項
目，主体性では25項目からなる，「あてはまる」
から「あてはまらない」までの ₅件法で回答を求
める岩大附中版中学生の資質・能力尺度の暫定尺
度を作成するところとなった。これについて表 1
に示した。各定義に関して，今後は下のものを用
いることとした。
（1）思考力： 自分自身の既有の知識や概念，技能

を関連付けながら思考，判断，表現
し，課題解決に向かう力。

（2）協調性： 他者との対話を通して，自分の考え
を再構築したり，合意形成を図った
りしようとする態度。

（3）主体性： 身の回りの事象の価値や問題に気が
付く感性。その問題に正面から向き
合い，自分が解決すべき課題にしよ
うとする態度。

研究 2

1 　目的

岩大附中版中学生の資質・能力尺度について，
生徒の視点からその構造を明らかにし，尺度を完
成させる。
2 　方法

調査時期：2020年 ₁ 月
調 査対象：岩手大学教育学部附属中学校の ₁・
2年生（合計276名， ₁年生140名， 2年生
136名）
調 査手続：各学級で，主に学級担任が一斉に配
付し，その場で回答を求め，回収した。その
内の ₁学級（33名）については，尺度の安定
性を検討するために， ₁週間の間隔を置いて
再度同一の調査を実施した。
調 査材料：研究 ₁で作成した岩大附中版中学生
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の資質・能力尺度の暫定尺度を用いた。合計
52項目からなる，「あてはまる」から「あて
はまらない」までの ₅件法で回答を求めるも
のである。

3 　結果と考察

267名から調査協力が得られ，その回答が分析
された。
（1）各項目の分布と正規性

各項目の平均と標準偏差を表 ₁に示した。平均
±標準偏差の値を参考に天井効果及び床効果のあ
る項目を点検したところ，52項目の内，主体性を
表す項目と想定されていた「39目にする風景を美
しいと思うことがある」と「45目や耳にするもの
に感動することがある」の 2項目は天井効果が見
られたと判断され，以下の分析には用いないこと
とした。床効果を呈したものはなかった。その他，
正規性に問題はないと判断された。
中学生にその資質・能力を自己評価させ回答を

求めた場合，回答が社会的な望ましさに偏り測定
が困難になることが懸念されていたが，今回の結
果は，この後の分析や測定に支障がないことを示
すものと考えられた。
（2）中学生の資質・能力の構造

次に，その構造を探索するために，52項目につ
いて因子分析（最尤法，プロマックス回転）を行い，
固有値の落差と累積寄与率が50%程度となること
を基準に検討したところ，本研究事業の構成概念
によく合致する ₃因子構造が見いだされた。その
パターン行列を表 2に示した。
第 ₁因子では，「自分の考えの根拠を説明する

ことができる」「様々な情報から，必要な情報を
選択することができる」などの項目に高い負荷量
が見られ，思考力の定義に沿うものだと考えられ
たことから，引き続き『思考力』と呼ぶこととした。
第 2因子では，「自分の考えにこだわらず，他の
意見を取り入れようとしている」「協働してより
良いものを生み出そうとしている」などの項目に
高い負荷量が見られ，協調性の定義に沿うものだ
と考えられたことから，引き続き『協調性』と呼
ぶこととした。第 ₃因子では，「身の回りの問題

を自分事としてとらえようとしている」「身の回
りのことに「なぜ？」と疑問を持とうとしている」
などの項目に高い負荷量が見られ，主体性の定義
に沿うものだと考えられたことから，引き続き『主
体性』と呼ぶこととした。
（3）尺度化と信頼性

続いて，各因子に高い負荷量を呈した項目を足
し上げることで尺度を作成することを試みた。近
似の項目を整理し各因子の内容をよく表現すると
考えられた各 ₈項目を選択し内的整合性を検討し
たところ，『思考力』ではCronbachのα係数が .888，
『協調性』では .898，『主体性』では .866であった。
安定性については，対象の中から任意の ₁クラス
を抽出し， ₁週間の間隔で再調査を行った。その
結果『思考力』では Pearsonの積率相関係数が .641，
『協調性』では .698，『主体性』では .730であった。
これらにより信頼性について内的整合性は確認さ
れたが，安定性については課題が残された。いず
れの下位尺度も ₈ -40点の間で得点化されるもの
で，その点が高いほどその特徴が高いことを表す
尺度が作成された。
（4）�岩大附中版中学生の資質・能力尺度の学年差

次に，ここで作成された尺度の特徴を学年差
から検討することとした。『思考力』の ₁年生の
得点は30.53（5.72，括弧内は標準偏差，以下同
様）， 2年生は28.87（5.27）であり，これについ
て ₁要因の分散分析によったところその差は有
意で， ₁年生の方が高かった（F（1, 265）=6.02, 
p<.05, f=0.15）。『協調性』は ₁年生33.22（5.43），
2年生31.58（5.30）で有意差があり（F（1, 265）
=6.18, p<.05, f=0.15）， ₁年生の方が高かった。
『主体性』は ₁年生30.08（6.23）， 2年生28.46
（5.40）で有意差があり（F（1, 265）=5.12, p<.05, 

f=0.14），これについても ₁年生の方が高かった。

総合的な考察

今回，作成された『思考力』『協調性』『主体性』
の ₃つの下位尺度を備える岩大附中版中学生の
資質・能力尺度は，当初の研究仮説の面からも，
その伸長を図ることをねらいとする教育活動の
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視点からも，概ね計画に沿うものであったとい
える。これまで，生徒の成長を質的に捉えるこ
とが多かった事業成果について，教育効果を量
的に測定できる可能性が示されたことは，実践
の改善を重ね質の高い学校教育を遂行すること
につながるものと考えられる。
しかし，その一方で，測定上の二つの課題が

示された。 ₁点目は，その安定性が十分に担保
されていない点である。 2点目は，本来成長の
成果として上級学年の方が高い値となるはずが，
低学年の方がいずれの下位尺度においても高
かった点である。前者については，日々の体験
が中学生に与える影響を考慮し，直近の教育活
動との関係を詳細に検討する必要があると考え
られた。ここで測定される資質・能力は，その時々
の状態に基づく易変性のものである可能性も残
された。後者については， ₁年生が望ましい回
答をする傾向にあり， 2年生が自らをよく省察
し厳しく評価する傾向にあった可能性も考えら
れる。その一方で， 2年生が取り組む課題の難
しさに基づく結果であるとも考えられた。この
取り扱いをどのように改善するのか，あるいは
この現象をどのように捉え，理解し，結果を活
用するのかは課題として残された。また，資質・
能力は、様々な要素からなっており、授業以外
の教育課程全体、また学校教育以外の様々な時
間を含めた総体で育成されるものである。本校
の研究実践は、現時点では教科等の授業での取
組が中心であり，成果の総体を測定し得るのか
については引き続き検討する必要があると考え
られた。
今後の活用については，2020年度に，岩手大

学教育学部附属中学校の全学年全生徒を対象に，
₄月， ₇月，12月， 2月（または， ₄月， ₇月，
10月， ₁月等）の ₄回の測定を行い，生徒の変容
と本取組の成果について検討する予定である。ま
た，状態を測定するものである可能性を考慮し，
授業や行事の前後に測定するなどの活用について
も検討する。その成果は，2021年 ₆ 月 ₄ 日（金）
開催の岩手大学教育学部附属中学校第34回学校公

開教育研究発表会において発表する予定である。
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